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はしがき 

本領域研究が目的としたのは、21世紀に入り頻発している国家や地理的に規定された従来の地域

を超えて共通・連動する諸問題の新奇性、現代性を踏まえ、そのローカル・レベルからグローバル・

レベルまでのさまざまな規模、レベルの主体間の関係が、情報や思想、モノやカネ、人の移動のグロ

ーバル化などによって常に変動し、相互に影響しあうことに焦点を絞った、社会科学・地域研究を軸

とした分野横断的かつ実践的研究の新たなパラダイムを生み出すことである。たとえば、緊急に取

り組むべきイシューとして、多くの死者と難民を出しているシリア内戦やリビア、ソマリア、イエメ

ンなどで続く紛争状況、さらには難民とホスト国社会との衝突や、中東、アフリカ、アジア諸国にお

いて宗教や民族、部族など社会的出自を巡る対立、マイノリティ差別が暴力的な衝突を伴って蔓延

している、という問題がある。欧米先進国においても、アメリカでの黒人差別問題や西欧での移民排

斥運動など、従来国際社会が積み上げてきた人道主義という規範や多文化共生社会の理念が崩れつ

つある。本領域研究立ち上げの際には発生していなかったが、2020年以降の新型コロナ・ウィルス感

染症の世界中での蔓延もまた、グローバル社会を襲う世界大の現代的危機にほかならない。 
こうした現代の国際社会が抱える喫緊の問題に取り組むために、地域社会の独自性を踏まえつつ、

それがグローバルな関係性のなかにあって変容する過程を分析する、総合的視点をもった学問が必

要と考え、それを「グローバル関係学」として学理を確立し、それを各事例の実証と連関させた研究

群（「グローバル関係学」という研究領域）を形成することが、本課題の目的であった。そこで確立

される「グローバル関係学」の視座に基づけば、国家や地域社会、伝統的共同体、越境的ネットワー

ク、国家間同盟・統合体、グローバルな広域圏など、さまざまな規模とレベルの主体の複雑な関係性

のありようとその変容を、社会科学と地域研究の融合はむろんのこと、関連する諸人文科学、自然科

学の手法を分野横断的に駆使して分析し、それにより現代国際社会が直面するさまざまな危機的事

態の解決の方策を探ることが可能となる、そのような関係性を中心とした新たな学問分野を、問題

解決型の応用科学として確立することを目指してきた。 
共同研究体制を構築し研究ハブとしての役割を果たすため、「グローバル関係融合研究センター」

を千葉大学に設置、海外の国際学会やワークショップを通じてその成果を発信、海外の研究者の関

心を喚起し、国際共同研究の広がりを目指した。海外で企画・開催した国際ワークショップの報告者

のなかには、2023 年 10 月に発生したガザ戦争に関して、国連人権委員会フランチェスカ・アルバネ

ーゼ・パレスチナ問題担当特別報告者として現在世界的に注目されている研究者もいる。また若手研究者

の積極的な研究を発掘、推奨するために毎年若手研究者報告会を開催し、領域外の若手研究者の育成

とネットワークの拡大に貢献した。その結果、学生として報告した参加者の多くが、その後大学・研

究機関にポストを得て、活躍している。最終年度には、岩波書店から「グローバル関係学」７巻シリ

ーズを出版し、2022 年には地域研究コンソーシアム・研究企画賞を受賞した。 
本報告書は、その「グローバル関係学」の活動成果をまとめたものである。 
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 交付決定額 

 

年度 合計 直接経費 間接経費 

平成 28 年度          87,230,000 円           67,100,000 円           20,130,000 円 

平成 29 年度        122,980,000 円          94,600,000 円           28,380,000 円 

平成 30 年度        118,040,000 円          90,800,000 円           27,240,000 円 

令和元年度        120,380,000 円          92,600,000 円           27,780,000 円 

令和 2 年度        109,460,000 円          84,200,000 円           25,260,000 円 

合計        558,090,000 円        429,300,000 円         128,790,000 円 
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研究成果 

 
(ア) 領域全体の研究体制 

各計画研究は、国内の地域共同体、非国家主体、国家主体、超国家主体、グローバル

主体と、分析対象の規模、レベルごとに設定され、国家主体を中心に分析する研究項目

A と非国家

／トランス

ナショナル

主体を中心

とする研究

項目 B に分

かれている。

それぞれの

計画研究は

個別の事例

について研

究成果を蓄

積する一方

で、計画研究に設定されたレベルを超えた３つの計画研究横断的プロジェクト（「移民・

難民・多文化共生をめぐる関係学構築プロジェクト」「グローバル危機における他者認

識・パーセプション研究プロジェクト」「『グローバル関係学』確立のための新たな方

法論探究プロジェクト」）を設定し、研究分野や対象を超えた横断的な視座、枠組みを

提示した。 
一方で、公募研究者は、一部は特定の計画研究に所属するかたちで募集されたり(池

田が B01、岡野・東が B02、高光が B03 として採択)、新たな研究項目 C01 (既存計画研

究でカバーしていない地域)として採択されたのちに計画研究の分担者として追加(宮

地が B01 の分担者に)あるいは研究協力(清野が B03 に)したが、その他は理論構築や新

たな方法論の開拓(水野、岩下、玉置)や、横断研究プロジェクトに参加(移民難民プロ

ジェクトにヘーゼルハウス、辻上、松本、パーセプション・プロジェクトに牧野、張)

して、領域全体での学理確立に貢献した。 
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総括班は、これらの計画研究や横断研究プロジェクトで行われる empirical な事例研

究の成果を統括する

ために、分担者、公募

研究者が全員参加す

る全体研究会を期間

中に計 7 回実施した

他、そこで提示され

た理論枠組みを国際

的に提起して検証す

るために、国際活動

支援班主導での海外

開催の国際会議を、

期間中全 3 回実施し

た。 
領域内で重視した

のは、この、計画研究

による事例研究と、総括班(および公募研究者を含めた方法論プロジェクト)が展開する

conceptual な議論の相互作用の活性化である。理論構築に専念する総括班が「グローバ

ル関係学」の概念、方法論を構築し、それにまつわるキーワードを領域内全体で共有、

それを土台としてそれぞれの事例研究を推進するという、仮説と事例のフィードバック

体制を整えた。 
そのフィードバックは、領域内の研究者にとどまらず、領域外の関連する研究分野の若

手研究者をも対象に行われた。本領域研究では若手研究者の育成に力点を置き、最終年

度を除き年一回若手研究者報告会を開催、領域外の研究報告に対して領域内研究者が

「グローバル関係学」の視座から討論を行った。 
 

(イ) 研究体制を踏まえた、個別の計画研究の成果 
研究項目 A  
＜計画研究 A01＞「国家と制度」は、近現代における国際社会の中心主体とされる国家

で構築される諸制度の固定化のメカニズムを明らかにしようとした。そこでは主体およ

び制度としての領域主権国家の役割、影響および限界について分析することを目的とし、

それぞれの領域主権国家やそれを取り巻く広域地域の視座から、個々の領域主権国家制

度の成り立ち・在り様や、それらの国家を内部から支える軍・治安組織の役割、さらに

国家イデオロギーや一国ナショナリズムを支える共通の歴史認識、それらイデオロギー

の影響力の限界に着目して、個別・比較分析研究を行った。この研究目的に対して、領

域設定期間内においては、「境界」というなんらかの接合部分にこそ「危機」が表出す

ることを発見し、国家と制度にかかわる「境界」面に着目した研究を進めてきた。そこ

では、主としてパキスタン、エジプト、イラン、トルコなどの権威主義体制国家におい

て国家ないし体制の理念が通時的錯綜の結果としていかなる揺らぎ、修正、危機が生じ

たか、また国家と制度がグローバルな関係性のなかにおけるローカルな過程を通じて状

況依存的に組みたてられた結果いかに経路依存的に固定化されたか、に注目して研究を
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行った。その結果、グローバル化された世界ではあってもさまざまな形で国家や制度に

よって分節化された場や地平において、さまざまな動態的過程の錯綜の結果、制度的・

社会的「境界」に沿って「グローバルな危機」が顕在化することが、明らかにされた。

さらに、「関係学」的な理論的・分析的な視座を土台として、様々な「通時的関係性」

（変化を内包した順系列的、過程的で社会構築的な繋がり）がいかに複雑かつ状況依存

的な形で錯綜し「グローバルな危機」を形作っているか、またその際に何らかの今日的

な「出来事」をアクセス・ポイントとし、その背景を遡る形での「通時的」な手法で成

果を上げることが可能だという共通理解を、研究分担者間で構築することができた。 
＜計画研究 A02＞「政治経済的地域統合」は、国家間関係、とりわけ東アジア、東南ア

ジア、中東、アフリカ、西欧といった地域における国家間の、経済政治的関係のなかに

制度化された関係を扱った。主権国家の意思あるいは市場主導のネットワークに焦点を

あてる既存研究に対して、A02 は、「マクロ的主体」（国家を超えた政治経済統合枠組み）、

「メソ的主体」（国家）、および「ミクロ的主体」（産業団体や民族集団、企業、政治家

など）といった異なる階層の主体が関係を紡ぎながら相互作用し、政治経済的地域統合

のダイナミクスを決めることを、研究対象事例において明らかにしようとした。特に、

地域統合体の経済的相互関係に基づく国家主体を超えたネットワークと、それらが発展

して成立する超国家的な地域経済統合圏について、量的な関係性と質的な関係性を接合

した形で実証解析を行うとともに、地域統合体の持つ市民社会ネットワークとの協働性

と背反性に着目し、多文化共生を前提とした地域統合体の価値規範と加盟国家主体のそ

れとの相克を分析した。その結果、無数の主体とそれらの間の関係性が地域統合を生成・

分断させる点が明らかになった。そこで、無数の要因をある程度単純化・観察可能な形

にした上で、地域統合の生成や分断の過程を記述する、地域統合についての「見取り図」

的なものを、領域設定期間内に示すことに成功した。 
研究項目 B 
＜計画研究 B01＞「規範とアイデンティティ」は、主としてサブナショナルな集団や世

代、地域コミュニティ、職業集団など、個人や狭い範囲の地域社会における関係性を分

析対象とした。特に、サブナショナルなアイデンティティのありようがナショナリズム

の形成にいかに影響あるいは対抗するか、社会経済的変容と紛争のなかでそれらがいか

に変質するかを、中東、中央アジア、中東欧、アフリカの事例を中心に、解明しようと

した。そこで、ナショナルないしサブナショナルな関係性が、文化や社会運動のなかで

表出される絵、音楽や映像、旗や服装、パフォーマンスなどの非言語的象徴を通じて浮

き彫りにされることに着目し、これらの分析を通じて共同体内部における関係性を可視

化することを試みた。方法論としては歴史学、文化人類学、文学が用いられ、スポーツ、

音楽、服飾、社会運動を分析対象として共同研究を進めた。こうした事例研究を通じて、

個人や集団が文化現象に関与、翻弄され、新たなアイデンティティや主体が生成されて

いくことを領域設定期間内に明らかにした。 
＜計画研究B02＞「越境的非国家ネットワーク」では、国境を越えて広がるトランスナ

ショナルなネットワークを扱ったが、主として紛争に起因する国家破綻状況から生まれ

た非国家主体およびその越境的なネットワークにおける関係性を研究対象とした。特に

ソマリア、リビア、シリア、イラク、レバノン、イエメン、およびバルカン諸国など紛

争経験地域を対象とし、統治、正当性、暴力の3つの観点から国家に比類する実効支配
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能力を有する非国家主体を取り上げ、その実態解明を進めるとともに、「国家破綻」の

背景にある紛争が個々の社会的結合や集団間の関係をいかに変質させたかを究明する

ことを目的とした。その目的のために量的、質的分析を行った結果、紛争によって国家

破綻が起こった際に、一般市民は様々な国家観を抱くようになる半面、既存の国家や政

治共同体の存在意義を再確認するようになるという現実を明らかにした。その意味では、

非国家主体の越境的ネットワークの拡大・強化を想定した設定した本研究項目は、研究

の結果、むしろ国家と制度の頑強さを浮き彫りにする結果となった。今日、紛争により

既存の国家を拡散に向かわせる動きが見られる一方で、「自国第一主義」を掲げて今一

度収斂させようとする営みも顕在化しているが、こうした現象を包括的にとらえるうえ

で、国家・体制の理念が揺らぎ、修正、危機が生じた結果国家と制度が再構成され、経

路依存的に固定化されたことを論じた研究項目A01と、類似性、近接性が明らかになっ

た。 
＜計画研究B03＞「文明と広域ネットワーク」は、生態環境や技術、思想、交易、人の

移動のなかにみられるローカルな関係性からグローバルな関係性への広がりを扱い、グ

ローバルな規範の役割とグローバル・コモンズの創生可能性を探ることを目的とした。

そこで明らかにしようとしたのは、①西欧起源のグローバル規範とそれへの対抗概念の

展開、②グローバル市民社会の形成過程、③SNSや携帯電話などの情報関連技術の発展

やグローバル資本の浸透が、途上国におけるグローバル規範の受容・拡散と市民社会ネ

ットワークの形成に与える影響である。さらには、④貧困、脆弱な環境・生態系に対す

る過剰な負荷、農業体系の地域間差といったアジア、アフリカ農村の問題に対処する上

で、持続可能なモデルとしてのグローバル・コモンズをいかに確立できるかを模索した。

①～③については、特にローカルからグローバルへと連なる関係性の連鎖を分析対象と

し、グローバル世界のなかでも最も小さく辺境に位置付けられた世界、すなわちローカ

ルな地方共同体や島嶼地方、移民・難民などを取り上げ、彼らがグローバル規範を利用

しつついかに国外の国家、非国家、超国家のネットワークを確立したかを分析した。そ

こでは、結びつけられる関係が必ずしも単線的、固定的、永続的なものではなく、規範

に対する認識や適用にずれが存在することを明らかにした。また④については、2017年
実施のグローバル・コモンズに関する国際シンポジウムでの議論を土台に、本計画研究

が掲げる移民、人権、環境・生態系、情報技術、農業・食料安全保障、疫病、国境を越

えた経済活動、市民社会ネットワークなどの多様なイシューを取り込み、メコン地域研

究を事例としたコモンズをキーワードとした文理融合研究のモデルを完成させること

ができた。 

（２）本研究領域により得られた成果 
領域で得られた成果としては、各計画研究、公募研究独自の成果に加えて、領域全体

のなかで、計画研究・公募研究の枠を超えて共同研究として得られた成果がある。 
[研究領域内共同研究成果] 

本領域では、総括班、国際活動支援班が主導して、「グローバル関係学」の学理確立、

研究対象とするイシューを研究項目横断的に設定した横断研究の実施、各計画研究・公

募研究間の意見交換と成果報告の場としての全体研究会、国際会議の開催を実施し、成

果を上げてきた。主なものは以下の通りである。 
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⑴ 岩波研究叢書『グローバル関係学』シリーズ（全 7 巻）の刊行 
 領域全体での最大の成果は、成果報告書を岩波書店からシリーズで出版する計画を

2019 年春から準備し、第 1 巻を「グローバル関係学」の学理研究とした他、各計画研究

が原則として一巻ずつ担当して全 7 巻を出版（2020 年 9 月～2021 年 2 月）したことで

ある。そのうち第 1 巻（計画研究横断事業「新たな方法論探求」）、第 5 巻（計画研究

B01 および横断事業「他者認識・パーセプション研究」）、第 6 巻（計画研究 B03 およ

び横断事業「移民・難民・多文化共生」) は領域内共同・横断的研究の成果である。 
⑵ シンガポール、セルビア、タイでの国際会議開催と国際発信 
本領域では「グローバルな危機」に直面している海外の地域の研究者、知識人との研

究交流を重視し、「危機」分析における文脈性を強調している。そのため、研究期間中

に①シンガポール国立大学中東研究所と共催で「移民・難民・多文化共生」国際会議（2018
年１月 5～6 日）、②セルビア共和国社会科学研究所との共催で「グローバルな紛争に関

する関係学」（同 12 月 21～22 日）、③マヒドン大学インターナショナルカレッジとの共

催で「資源と移動」国際会議(2019 年 12 月 1～2 日)を実施した。これらの国際会議では 
(a) さまざまな地域の専門家、実務家が結集することで、多くの事例比較が可能となっ

た、(b) 実際に紛争と密接に関与した専門家の意見や経験を議論のなかに反映させるこ

とができた、(c) 研究報告を英語でフィリピンをベースにした国際ジャーナル Asian and 
Pacific Migration Journal 第 28 巻第 4 号およびタイ・マヒドン大学のジャーナル Journal 
of Population and Social Studies の 28 号(2020)Special Issue に掲載した、ことが成果であ

る。 
⑶ 活動拠点としての「グローバル関係融合研究センター」（千葉大学）設立 
 同センターは千葉大学唯一の人文社会科学の全学研究センターとして 2017 年 4 月に

設置され、領域設置期間後も「グローバル関係学」を継続・発展させる研究拠点として

機能する。同センターを窓口としてメコン機構（バンコク）、ムスタンシリア大学（バ

グダード）と千葉大学が交流協定を結び、海外の研究機関との協力体制を確立したこと

も国際的研究ネットワーク拡充の成果である。 
研究項目 A  
<計画研究 A01> 計画研究 A01 で得られた成果は、前述の達成点に加えて以下がある。

⑴主体・制度としての国家が、地域やグローバルなレベルにおける諸変動の影響や難民・

移民の到来、宗教・宗派・エスニシティ間の対立など越境的事象の拡散や浸透に抗しな

がら、いかにその領域主権国家性を維持しているかという観点から、イラン、トルコ、

エジプト、パキスタン、インドネシア、ミャンマー、ならびに西欧などの難民・移民の

ホスト社会での現地調査を実施した。⑵近代国家の歴史的構築過程において、上からの

制度的な世俗化、それに対抗する下からの政治・国家の宗教化、それらを受けた再世俗

化が模索されている点で比較研究の対象となりうるイランとトルコの事例に関し、イラ

ン、トルコ、オーストラリア、英、米在住の専門家を交えた国際研究集会を東京(2017
年 2 月)とベイルート(同 11 月)で開催し、議論を深めた。⑶国家による国民の支配と管

理や制度の強靭性・脆弱性など要素に着目して、インドネシアで独自の世論調査を実施

した。⑷スウェーデンにおけるシリア難民の受入れ過程についての実証研究の成果を、

「移民・難民・多文化共生」国際会議(上記〈領域内共同成果〉参照)で報告した。⑸研

究代表者が「グローバル関係学」の学理へと理論化し、「重層的文脈重視型『グローバ
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ル関係学』の視座：その確立のための予備的議論」を「グローバル関係学」オンライン

ペーパーとして発表、それを土台に 2019 年 9 月にはグローバル関係学シリーズ第 2 巻

『「境界」に現れる危機』執筆のための研究会を開始、2021 年 2 月に刊行した。⑹テヘ

ラン大学(イラン)、ヤシャル大学(トルコ)との共同での会議、セルビアからの講師を招

聘しての講演会を、国際ワークショップの形で実施。またフンボルト大学移民統合研究

所（独）、アガー・ハーン大学ムスリム文明研究所(英)と国際共同研究活動を実施し、

成果の国際的発信を推進した。 
<計画研究 A02> 計画研究 A02 で得られた成果には、前述した達成点に加えて以下があ

る。⑴地域統合をめぐる「ミクロ」「メソ」「マクロ」の階層性を考慮した主体間の関

係性について、アジア、アフリカ、中東、西欧の事例を研究材料として、計画研究内で

研究会やシンポジウム(ASEAN、メコン川流域、南シナ海問題、および中東、アフリカ

の地域経済統合に関し)、国際会議(ジュネーヴ国際開発高等研究所の協力による資源問

題に関するシンポ、カメルーンでの Covid-19 の影響に関するウェビナーなど)といった

議論の場を積み重ねた。⑵地域統合の突発的かつ階層縦断的な分断事由を「カタストロ

フィ理論」により類型化し、ASEAN の地域統合を巡る権利主張(南シナ海問題、ロヒン

ギャ難民問題)の多義性が小さな差異から創出しうること、中東の資源豊富国や内戦下

のアフリカでは国を超えた関係性重視の度合いが低く公式の地域統合が停滞すること、

資源非保有国・貧困国での地域統合の不成立もしくは分断(TPP および RCEP、朝鮮半

島の統一等)、政治経済的依存度を「反転」させた場合の地域統合の分断化(EU など)と

いった状況を分析した。⑶上記分析のため言語解析ソフトやビッグデータを用いた地域

統合の分断要因についての解析が有効であった。⑷地域統合の便益と費用を巡る価値判

断が、認識レベルにおいて主観的・心理的なものであることを踏まえ、コミュニティー

レベルの幸福度といった社会心理学的な観点を分析に取り入れた。⑸これらの研究成果

を、毎年一回の国内外の関連研究者を招聘してのシンポジウム(「ASEAN の統合と開

発」(2016 年 11 月)「政治経済的地域統合～アジア太平洋、ヨーロッパ、中東の動向か

ら」(2017 年 9 月)「南シナ海問題と世界秩序の未来」(2018 年 1 月)、「多元化する地

域統合」(2019 年 9 月))で発信するとともに、『グローバル関係学第 3 巻 多元化する

地域統合』(石戸光・鈴木絢女編、岩波書店（2021 年）)を始め政治経済的地域統合に関

する『グローバル関係学ブックレット』を 2 冊(2017、2018 年、いずれも石戸光編、三

恵社)を出版、研究分担者および研究協力者が各章を執筆した。 

研究項目 B  
<計画研究 B01> 計画研究 B01 では、スポーツや音楽、服飾などの多様な文化や、社会

運動の様式が普遍性を獲得して、「グローバル資本主義」により増幅される一方、それ

が人々の日常世界に浸透し、感情を大きく揺さぶる力を持っているが故に支配や抵抗の

道具ともなり得ることに着目、それらの世界規模で展開されるネットワークの複雑かつ

見えにくい関係性を可視化することを追求した。そこで得られた成果には、前述した達

成点に加えて以下がある。⑴領域外の研究者を多く招いてワークショップを 2017 年度

にはスポーツ(「サッカーとグローバル関係学」)、2018 年度には社会運動(「1968 年再

考」)、2019 年度には音楽(「音楽とグローバル関係学」、フンボルト大学より講師招聘)

を実施した。⑵服飾については、毎年一回京都大学にて連続ワークショップを開催、そ
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の報告書を同大学東南アジア地域研究研究所から出版した。⑶現代アラブ社会の特に若

者層の社会意識を把握するために、アラブ映画や小説に着目し、エジプト(『マイクロ

フォン』2016 年)、シリア(『カーキ色の記憶』2017 年、『真昼の星』2018 年、『シリア

三部作』2019 年)から映画監督を、シリア(2018 年)からはピアニストを招聘して映画上

映と講演会を実施した。⑷サブナショナル・アイデンティティのなかでも中東、アフリ

カ、南アジアで深刻な対立を惹起した宗派対立について、欧米を基盤に先端的な研究を

行っている専門家および現地の研究者を複数招聘し、国際ワークショップ(2017 年)、

講演会(2018 年)を実施した。⑸上記研究集会の報告者と分担者、協力者の執筆により

『グローバル関係学第 5 巻「みえない関係性」をみせる』(福田・後藤編)を 2020 年に

出版した。また佐川、酒井及び宮地(2017～18 年公募研究者、2019 年より分担者)は『グ

ローバル関係学第 7 巻 ローカルと世界を結ぶ』(五十嵐・酒井編、2020 年)に成果を

発表した。 
<公募研究 B01> 

(池田昭光)中東・レバノンのマロン派を対象に、内戦、政治的分裂状況、シリア難民流

入といったレバノン現代史の変動をうけ、同宗派のアイデンティティが流動化し再編さ

れる状況をフィールドワーク資料をもとに明らかにする目的で行われた。コロナ・ウィ

ルス感染拡大でフィールドワークを実施できなかったが、『グローバル関係学第 1 巻 

グローバル関係学とは何か』(酒井編)で一章を担当し、理論的側面での議論に大きく貢

献した。とりわけ情動論の既往文献を摂取することで、同分野が本課題に強く関連する

という知見を得、研究課題の理論・方法論的深化で成果を得た。 
<計画研究 B02> 計画研究 B02 は、4 つの段階で研究を実施した。⑴研究代表者・分担

者がそれぞれの専門とする地域の国家破綻に関する質的研究を推進し、その成果を共有

することでアフリカ国家論の知見を援用した「下からの国家性」という新たな分析の枠

組みとアプローチを確立した。⑵この予備段階の成果を踏まえ、第 2 段階として国家

破綻のメカニズムの解明に向けて、一般市民の国家の有り様をめぐるミクロ・レベルの

意識の構造の析出に注力するために、同一フォーマットの質問票による世論調査という

量的研究の方法論・手法を採用し、ボスニア、イラク、シリア、リビア、ソマリア、イ

ランでの世論調査を実施した。⑶これらの世論調査データの分析を行い、多国間の傾向

の相違を実証的に分析した。⑷本計画研究の枠組みとアプローチ、世論調査のデータと

分析結果から「グローバル関係学」の学理確立のための理論的研究を行った。そこで導

き出されたのは、国家破綻における政治状況を「政府」と「国家」に腑分けし、一般市

民がそれぞれをどのように認識しているかを析出する試みが、紛争国家の内外を取り結

ぶ「関係性」の一端を浮き彫りにすることができるという可能性であった。その結果、

以下の成果を得た。⑸紛争を経験したボスニア、イラク、シリア、ソマリア、イエメン

において、「国家破綻」は主に民族や宗教/宗派の断層線に従って起こる確率が高いもの

の、実際にはそれぞれの集団内部でも多くの対立構造を含むという複雑な現実が明らか

になった。⑹ボスニア、イラク、シリア、イランでの世論調査の結果、国家破綻の結果、

一般市民のあいだでは領域・主権・国民の定義自体をめぐる認識上の競合が生じ、紛争

の泥沼化・長期化の原因となるだけでなく「イスラーム国(IS)」のような越境的非国家

ネットワークが台頭し、その国家の内外の様々な主体（国家/非国家）との「関係性」を
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取り結ぶ可能性があることを実証的に明らかにした。その成果は、『グローバル関係学

第 4 巻 紛争が変える国家』(末近・遠藤編、2020 年)としてまとめられた。 
＜公募研究 B02＞ 

(岡野英之)ミャンマー内戦のダイナミズムを理解するため隣国タイに注目し、ミャンマ

ー内戦に関わるタイでの動きを考察することで、ミャンマー内戦を捉え直すことを目的

とした。そのため 2019 年 8 月、2020 年 2-3 月と二回の現地調査を実施、タイへの少数

民族への移民の流れが内戦の経過と関与していることが、タイ＝ミャンマー国境周辺の

移民村での聞き取り調査から明らかになった。 
(東聖子) インド領パンジャーブ出身者の移民ネットワークに関する調査を、カナダの

トロント近郊における移民集住地域にて実施した。宗教ネットワークと移民ネットワー

クが交差し、そこに展開するエスニックビジネスを利用しながら、移住先と出身地の双

方における問題に対処する移民の様子が明らかとなった。移民の集まる寺院が、多様な

立場の移民同士、移民と移住先社会、出身地と移住先など様々なアクターが遭遇する「コ

ンタクト・ゾーン」として機能していることを見出した。 
＜計画研究 B03＞ 計画研究 B03 で得られた成果は、前述した達成点に加えて、以下が

ある。⑴ 2016 年度は、コモンズを用いた文理融合アプローチを実践する場として東南

アジアに焦点を絞り、地域統合をキーワードとする計画研究 A02 班との共催で、国際

法・国際経済・国政政治から ASEAN に関する国際シンポジウムを実施し、研究成果を

『ASEAN の統合と開発－インクルーシヴな東南アジアを目指して』（作品社）として公

表した。⑵ 2017 年度にグローバル・コモンズ研究会を立ち上げ、研究計画 A02 との共

催で、国際シンポジウム「メコン・コモンズからメコン共同体へ」を開催、第一線で活

躍する研究者等を招聘し、コモンズに必要な条件や要素を文理の垣根（歴史学、社会学、

国際政治学、国際関係論、国際経済学、開発学、農業経済学、生物工学、地理学、公衆

衛生学、工学、農学、土壌学など）を越えて移民、人権、環境・生態系、情報技術、農

業・食料安全保障、疫病、国境を越えた経済活動、市民社会ネットワークを具体的に取

り上げた。さらに 2019 年には国際シンポジウム「アジアの農村の持続性－都市と地方

の共存共栄は可能か」を開催した。⑶ 2017 年の国際シンポジウムで研究協力体制を確

立したメコン機構と学術協定（MOU）を締結し、学術研究連携をも進めた。この成果は、

『From Mekong Commons to Mekong Community』として 2021 年度中の Routledge 社から

の出版が確定した。⑷ 2019 年度より研究テーマの主軸に移民難民問題を置き、国際ワ

ークショップ「アジア域内の南-南型人口移動の現状と課題－インドの経験を中心に」

を開催した。⑸以上の研究を推進するため、ベトナム・カンボジア・タイ(コモンズ関

連)、イギリス・オランダ・イタリア(外交資料収集、在欧ムスリム移民への排外的感情・

差別増加に関して)、ザンビア(難民キャンプにおける農業活動・資源配分調査)、トル

コ・フランス・スウェーデン(ムスリム同胞団関係者に対する聞き取り)などでの現地調

査を実施した。⑹ 2020 年にグローバル関係学シリーズの『移民現象の新展開(第 6巻)』

『ローカルと世界を結ぶ(第 7巻)』（岩波書店）を上梓した。 
<公募研究 B03> 

(高光佳絵) 2019 年にハーグの国立公文書館、ジュネーヴの国際連盟文書館においてア

ジア太平洋地域のトランスナショナル・ネットワークの動向とそれへの認識に関する史

料調査を行った。2020 年 11 月、戦間期のトランスナショナル・ネットワークに関して
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重要な研究を行っている国立オーストラリア大学（ANU）の赤見友子を招聘し、オンラ

イン国際ワークショップを開催した。12 月には ANU 主催（本科研共催）で国際セミナ

ー「Why do we need Relational Studies in understanding Global Crises?」を遠隔で実施、グ

ローバル関係学の学理確立に貢献した。 

研究項目 C <公募研究 C03> 

(辻上奈美江) 2017 年にノルウェーで調査を行い、パレスチナ、シリア、イラク、アフ

ガニスタンから難民としてノルウェーに移動した女性を対象に、移動までの経緯、移動

の経験、移動後の法的・社会的地位について聞取調査を行った。またレバノンで難民受

け入れ審査および支援に携わった経験を有する Laila Makboul（オスロ大学）を招聘、シ

リア難民のノルウェーでの家族再統合を巡る研究会を行った。 
(ヘーゼルハウス・ヘラト)ドイツを事例とした難民を歓迎する文化の問題とトランスナ

ショナルな難民文学をテーマに研究を進め、2017 年ドイツにて難民文学出版業界や難

民受け入れ組織を訪問調査した。2018年9月に筑波大学で国際シンポジウム「Responding 
to Refugee Crisis and Disaster」を主催した。 
〈公募研究 C04〉 

(牧野冬生)カンボジアでクメール・ルージュ時代を含む長期の内戦の記憶をいかに内面

化し、新しい関係を作り現在の経済発展を迎えているのかがテーマである。フィールド

ワークを軸に加害者と被害者という二項対立を抜け出す、ローカルな慰霊空間に生起す

る「共通の当事者性」との概念の整理を行った。 
(岩下明裕)ボーダースタディーズは「グローバル関係学」と問題意識や視座が近いため、

その 2 つをいかに融合しより豊かな学問的視座に昇華していくかを追求した。2018 年

7 月に世界政治学会で Border Studies Today: theoretical development and its role in the 
contemporary world の報告を行った。 
(水野貴之) 2017～8 年には、欧州を中心に、同意の取れた 4 億件以上の携帯電話の位置

情報を整備、地域間の移動ネットワークを可視化する粗視化技術と二次マルコフ過程に

よる地域コミュニティ抽出技術を構築した。移動に関する異常検知検出とクラスタリン

グにより、政治的デモの特徴分析が可能なことを示し、集団に対する情報保護の重要性

を指摘した。2019-20 年には、投資信託など 80 万種の金融商品と株式との関係性デー

タ、１億社の企業間の株式の所有関係データ、数十万社の企業のアンチ ESG 行動の報

道記事データを接続し，ESG 投資を謳った金融商品の大部分がアンチ ESG 企業に接続

することを明らかにした。ESG 投資のマネーがアンチ ESG 企業の経営に与える影響力

を Network Power Index を用いて算出、アンチ ESG 企業の経営に与える影響力とアンチ

ESG 企業から得られる配当との差異から、紛争や対立抑止に効果的な投資の判断でき

る仕組みを提案した。 
(張雲)本公募研究では、エピステミック・コミュニティを研究対象として、知識共同体

と相互認知再形成のメカニズムを解明することを目的として、冷戦後の日中米関係に焦

点を当てて研究を行った。そこで、解明されたことは①グローバル秩序変動期に、知識

共同体と相互認知再形成の関連性、②日中米関係における知識共同体と相互認知再形成

の重要性である。成果として『日中相互不信の構造』を出版した。 
(玉置敦彦)アジア太平洋地域における国境を越える政治秩序の概念化に取り組んだ。
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2019 年度は海外の学会・研究会で 2 本、国内学会で 1 本の報告を行った。2020 年度は

コロナ禍の悪影響を受けつつもオンラインで海外から招聘による研究会での報告、また

「グローバル関係学」公募研究者報告会における発表を行い、さらに英語の共著論文と

邦語の書評として研究成果をまとめた。 
(松本尚之)アジア太平洋地域における国境を越える政治秩序の概念化に取り組んでき

た。2019 年度は NPO 機関誌への寄稿で 1 本の研究成果をまとめるとともに、国内学会・

研究会で 1 本の報告を行った。また 2020 年度には、書籍論文で 3 本の研究成果をまと

めるとともに、国内学会・研究会で 3 件の報告を行った。新型コロナの感染拡大の結果

繰越申請を行い、現在も研究継続中である。 
(清野薫子)本研究の目的は、非感染症(NCDs)の疾病負荷が増大する国・地域における

対策強化につながるグローバル・パートナーシップの構成要素を検証することである。

タンザニアと比較対象としてバングラディシュにおける NCD ケアサービス提供状況を

明らかにするととともに、東アフリカ地域のヘルスケアサービス国際移動のアクターと

アクター間の関係性を分析した。  
 

(ウ) 若手研究者育成の試み・成果 
 本研究領域では、若手育成のために以下の試みを実施した。 
⑴ 若手研究者育成のための報告会主催(総括班) 
本研究領域では、「グローバル関係学」の視座を若手研究者に広め、若手研究者の斬新

な発想と着眼点を「グローバル関係学」の学理発展に活かすため、二年目から毎年、領

域外から広く参加者を募って、若手研究者報告会を実施している。そのために総括班に

「若手育成委員会」を設け、石戸が責任者を務めた。実施した報告会の概要は、以下の

通り。 
① 第 1 回若手研究者報告会(2018 年 2 月 3～4 日、早稲田大学)：公募研究者を含め 24
件の報告希望のうち 22 件(うち 4 分の 3 が学生)を採択して報告実施。報告者のうち、

須永修枝(東京大学)が 2020 年から富山大学・特命助教に、橋本直子(サセックス大学)

が 2019 年から一橋大学准教授に着任した。 
② 第 2 回若手研究者報告会（2018 年 12 月 8～9 日、京都大学）：公募研究者含め 18 件

の報告を実施。基調講演に立本成文京都大学名誉教授を迎え、価値の地域学を論じるな

かでグローバル関係学への貴重な助言を得た(講演録はグローバル関係学ペーパー・シ

リーズとしてオンライン公開)。報告者のうち佐藤裕視(東京大学)が 2020 年日本戦略研

究フォーラム研究員、河村真実(神戸大学)が 2021 年同大助手に着任した。 
③ 第 3 回若手研究者報告会(2019 年 12 月 21～22 日、千葉大学)： 13 件の報告を実

施。報告者のうち、松岡佐知(国立民族学博物館)が 2021 年京都大学東南アジア地域研

究研究所機関研究員、木山幸輔(同志社大学)が 2020 年から筑波大学助教に着任した。 

⑵ 各計画研究における博士課程学生・ポスドク向け若手報告会の実施 
各計画研究では、独自に若手研究発表会(A01: 1 件、A02: 2 件、B01: 3 件、B02:15 件)を

実施した。 

⑶ 研究協力者、特任研究員などに若手研究者の雇用 
各計画研究では、博士後期課程学生やポスドクを積極的に雇用した。 
国際活動支援班：白谷望(上智大学)を特任研究員として雇用(2018 年まで)したが、同
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年愛知県立大学講師に着任した。 
計画研究 A01: 2 名の博士後期課程学生(Khalil Dahbi (RA 期間：2016 年７月～2020 年 9
月、2020 年 9 月博士号取得)、Ian Karusigarira (RA 期間：2017 年 4 月～2020 年 12 月、

2020 年 12 月博士号取得))を研究補助者（RA)として、またポスドク 1 名(稲永祐介(特

任研究員(PD)期間:2019 年 5 月～2021 年 3 月))を特任研究員として雇用した。Ian 
Karusigarira は、2021 年 4 月に政策研究大学院大学講師に着任した。 
計画研究 A02: 海外からの 2 名を含む若手研究者 3 名(梁立成、Joshua Anderson、田代

佑妃）を特任研究員として雇用したが、梁は上記若手研究報告会への参加、査読付き英

文ジャーナルへの共著論文の掲載、梁および田代は研究叢書での分担執筆を行った。 
計画研究 B01:押尾高志を 2016 年より、Haidar Reda Muhammad を 2020 年より(いずれも

千葉大学博士後期課程学生)を特任研究員として雇用した。両名ともに期間内に博士号

を取得した。前者は 2020 年より学振特別研究員、2021 年 4 月に西南学院大学講師に着

任した。また南部真喜子（東京外国語大学大学院博士後期課程）を研究協力者とした。 
計画研究 B02: 研究期間内に 7 名の若手研究者が研究協力者として本研究に携わった。

彼／彼女らは、本研究プロジェクトのもとで共同研究、出版原稿や研究会報告書などの

執筆、現地調査などを行い業績を積んだ。うち 5 名(佐藤麻理絵（立命館大学）が 2019
年より京都大学・助教を経て筑波大学、黒田彩加（立命館大学）が 2020 年より同大准

教授、河村有介（立命館大学）が 2019 年より神戸大学・助教、のち准教授、谷口友季

子（早稲田大学）が 2021 年よりアジア経済研究所研究員、須永修枝(上述）)が富山大

学・特命助教に就いた。 
計画研究 B03：2019 年よりポスドクの小田ならを特任研究員として雇用、海外協力機

関（メコン機構、チェンマイ大学、マヒドン大学）との文理融合研究のコーディネー

トを行った。2021 年 4 月には東京外国語大学講師に着任した。 

 
 

(エ) 関連学問分野への貢献 
日本式の地域研究を土台に、「既存の学問分野の枠に収まらない新興・融合領域の創

成を目指す」本領域研究が、まず最大のインパクトと波及を目指し、かつ一定の効果を

上げたのは、国際関係論である。 
⑴ 国際関係論：本領域活動では、領域代表および計画研究 A01, B02 の主要メンバー

が、日本国際政治学会を中心に国際関係論関連の国内外の学会にて成果発信、意見交換

を積極的に行った。まず、2017 年の日本国際政治学会研究大会では「部会 9 国際政治

学は終わったのか」にて酒井が討論者となり、地域研究の観点から国際政治の問題点を

洗い出す作業を行い、翌年にはその議論を踏まえて葛谷・芝崎編(2018)所収の一章で「グ

ローバル関係学」の必要性を主張、2018 年の同学会研究大会でも「トランスナショナル

分科会 1」で同書を巡り、議論が継続された。さらに 2019 年の研究大会では、酒井の提

案で「関係性に基づく新たな IR を目指して―既存 IR の主体優位性と欧米中心視座を

超克する」とのテーマで「理論と分析 1 分科会」を実施、多くの賛同を含んだ議論を参

加者に喚起した。その影響を受けて、翌 2020 年の大会では部会１「IR 理論に依拠した

学際的地域研究」が組まれ、酒井は討論を任された。 
2022 年 1 月に開催予定の ISA(世界国際関係学会)では、日本国際政治学会が主催・企画

するセッションとして「国際関係研究をめぐる日本の方法――歴史研究・地域研究の視

点と意義（仮題）」が提案されており、酒井がグローバル関係学の創造性が評価されて
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報告を行う予定である。 
⑵ 文理融合(文化人類学、環境学、熱帯農業、医療衛生学など)：計画研究 B03 は文理

融合を掲げ、特に東南アジアを事例にグローバル・コモンズ研究を進めたが、そこでは

気候変動や開発による環境破壊、それらが農業など地元産業や社会の医療衛生に与える

影響など、地域共同体に関わるさまざまな分野を抱合する研究が不可欠であった。その

結果、2019 年 3 月には日本熱帯農業学会の研究集会を千葉大学で開催、グローバル・コ

モンズ研究の発想を大きく反映させた形で国際シンポジウム「アジアの農村の持続性―

都市と地方の共存共栄は可能か」を実施した。他方、公共衛生学を専門とする清野を公

募研究者として招きいれて、衛生医療分野とグローバルな危機を結び付けた議論を展開

させた。グローバルな危機としての感染症の問題は、期せずして期間最終年度に新型コ

ロナ・ウィルスの世界的感染拡大によって喫緊の課題となったが、同じく公募研究者の

水野がビッグデータ解析によって「移動」すなわち「関係性」から感染拡大を分析する

方法の革新性、創造性を、テレビや新聞などメディアを通じて広く発信した。 
⑶ データサイエンス：水野が 4 年間公募研究者として領域に参画したことは、領域の

政治学専門の研究者に大きな影響を与え、分析手法の開拓に新たな地平を拓いた。それ

によって、政治学とデータサイエンス研究の間に、密な研究協力関係が確立された。 
⑷ 国際社会学(移民・難民研究)： 移民難民研究は従来国際社会学分野で扱われてき

たが、本研究領域では政治学や地域研究、文化人類学の分野からも難民問題を扱い、欧

米中心の事例を扱うことの多い国際社会学分野に刺激と新たな視座を与えた。たとえば、

移民難民研究の最先端を行く一橋大学・社会学研究科・国際社会学プログラムによる

2018 年実施の国際シンジウム「トランスナショナル化と国境／境界規制」に、本領域か

ら錦田が中東からの難民事例について報告し、新たな視角を提供した。 
⑸ 歴史学(グローバル・ヒストリー)：本領域が提唱するグローバル関係学の発想に最

も近接するのは、グローバル・ヒストリーである。計画研究 B03 が叢書執筆に向けた研

究会で同分野の第一人者、木畑洋一を講師に迎え、またグローバル関係学叢書第 7 巻の

ブックローンチでは同氏のコメントを得た。また公募研究者の高光がオーストラリア国

立大学とのワークショップを企画、同大学でグローバル歴史社会学を提唱するジョー

ジ・ローソンを招いて、酒井が報告したグローバル関係学へのコメントを得た。両者の

間では基本的な視座を共有していることが確認され、引き続き研究交流を進めることを

約束した。 
⑹ その他(広範な社会発信)：本領域の研究成果たる「グローバル関係学」叢書は 2020
年 9 月から平均 1 か月一冊のペースで進められたが、刊行に際して編者、執筆者がそれ

ぞれ研究内容を説明するブックローンチをオンラインで実施、各巻とも専門分野のみな

らず隣接分野の第一人者にコメントを依頼した。2020 年は対面での研究会やワークシ

ョップなど、研究成果の対面での発信が不可能であったが、むしろオンラインでの発信

に力を入れ、2020 年度のみで 40 件の公開オンラインセミナーを実施した。それによっ

て、従来以上に多種多様な分野の研究者が参加でき、分野融合的な議論が可能となった。 
 

(オ) 今後の研究の展開に関する計画 
同事業最終年度から海外のオルタナティブ IR を目指す研究者とオンラインで意見交

換を積極的に行った。オーストラリア国立大学(ANU)の赤見友子と同大学国際関係学部

の George Lawson との間で「グローバル関係学」に関するワークショップを開催した
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(2020 年 12 月)ことを契機に、関係学的視座に基づいた地域研究、IR、歴史社会学の接

合、既存の IR に対するオルタナティブを模索する連続オンライン研究会を月一回、２

年間にわたり自主的に開催、それぞれが進めるオルタナティブ IR 模索、新たな地域研

究追求の現状について意見交換を繰り返した。Lawson はグローバル歴史社会学を提唱

し、歴史学と IR の接合を試みる点で本研究課題と共通の学術的関心を有する。同研究

会には Martin Bayly (LSE・歴史社会学)、Ayse Zarakol(ケンブリッジ大学、オスマン帝国

史)、Deepak Nair(ANU、東南アジアの IR), Vineet Thakur(ライデン大学、南アジアの IR) 、
Claudia Derichs (フンボルト大学、中東・東南アジアにおける知の生産)、Jan Busse (ベル

リン連邦軍大学、中東)、Stephan Stetter(LSE)らが参加し、日本からも清水耕介、向山直

佑(本課題分担者)らが出席した。2023 年秋には主要メンバーを日本に招聘し、東京大学

でワークショップを開催し、集中的な議論を行った。 
本新学術領域研究は、新型コロナ・ウィルスの感染拡大によって、期間最終年以降、

特に海外との交流ができなくなったため、最終的な国際会議の開催と国際的学術誌への

成果発表ができずに終わった。だが、代表者を中心に、「グローバル関係学」事業以降

の理論面、実証面双方で展開された研究成果を統合し、事例研究にグローバルな関係論

的視座を反映させるためのさまざまな試みを引き続き行っており、2021 年からは「空

間・暴力・共振性から見た中東の路上抗議運動とネイション再考：アジア、米との比較」

(2021-24 年)、2024年からは「政治的危機下の拡大中東からの移民難民におけるネイシ

ョン意識と知の生産メカニズム」(2024-28 年)で、国際的研究ネットワークと国内の研

究ネットワークを接合した、多くの海外協力者の参加を仰いだ研究を進めている。 

 
 
 


